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１．概要 

 本研究では、中小規模の建築・住宅向けの効率的なエネルギー

管理・省エネ支援システムを構築し、建築・住宅における省エネル

ギー化に資する技術開発を行うことを目的としている。 

① 効率的なエネルギーマネジメントシステムを開発し、そのエネル

ギー消費の実態を明らかにすること。 

② そのエネルギー消費の実態に応じて、実現可能な省エネルギー

手法を円滑に導く省エネ支援の仕組みを構築すること。 

③ 省エネルギー化への取り組みが、中小規模の事業者、施設管

理者、さらには家庭等にとってインセンティブとなるビジネスモデ

ルを構築すること（図 1）。 

 

２．研究成果および今後の研究展開 

1）省エネルギー支援ソフトの開発 

 施設側が管理している情報やモニタリング等を通じて得られた実

測データを基に省エネルギー支援が可能な評価ソフトを開発する。

これまでの検討により、エネルギーの需給を考慮して最適な構成機

器の組み合わせや運転パターンをシミュレーションしたり、費用対効

果に優れる省エネ対策を定量的に提案することが可能なソフトを開

発してきた。2008度は、それをさまざまな施設に適用することでその

有効性を検証した（図 2）。また、需要側のエネルギーデータの分析

により、運用対策の実践を促進するソフトウェアの概念設計を完了

した（図 3）。 

2）ビジネスモデルの構築と事業化に向けた検討 

 地域生協や金融機関や保険会社等の顧客ネットワークを活用し

たCO2排出量報告システムを立ち上げ、それを活用したビジネスモ

デルを大分県で立ち上げた（図 4）。 

 

 

図 1 研究の目的および概要 

図 2 需給を考慮したエネルギーシステム評価ソフト 

図 3 あるオフィスビルにおける需要側のエネルギー消費

実態と課題解決に向けたポイント 

図 4 顧客ネットワークを活用した家庭・中小事業所向け

CO2 排出量報告システムの開発 
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省エネが進まない中小規模施設
• 既設の中小規模の建築・住宅において省エネ対策が遅れている。

‒ エネルギー消費の実態が不明。
‒ 省エネ等に対するインセンティブがない。
‒ 予算等の制約から最新の省エネ設備の導入が困難。
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【夏期における時刻別のPMVの算出結果 】

±1.0の範囲にあるときを実際に使用するにあたり望ましい範囲としている。
現状の温湿度では、居住性が保たれるぎりぎりの温度。
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夜間の待機電力がある。

昼休みの消灯の効果は
確認できるが残業時の
一斉消灯等は行われて
いない。

10％程度の人が不快に感じて
いる（夏季のPMV評価より）。

入退室等に合わせた待
機電力一斉カット

●部分消灯（ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ）

●一斉消灯（ｽｸｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ）

●調光 *設備投資が必要。

●こまめな温度設定による温熱環境の改善

→「冷房：28℃、暖房：20℃」への先入観

●気流等による温度ムラの解消

●空調の運転パターンの変更

他の施設では、温度ムラや自動運転
により無駄な運転をしているケースが
多数あり。運用改善だけで約15％の
省エネ効果を得たケースも存在。最適
設計・運用がなされていない。

ある自治体庁舎の実測データ。下記の運用対策を徹底するだけでビル全体で約
3%の省エネ効果がある（高効率照明等の導入により約10％の省エネが可能）。

*同施設の削減目標は基準年比で5%。削減へのアプローチがわかっていても実行されないのが現実。

Point1：「こまめな消灯」、「エアコンの設定温
度の適正化」はほとんど実践できていない。

Point2：「見える化」だけでは省エネは進まない。

Point3：安価な計測・制御システムの構築。

PC画面上から、エア
コンの温度設定や照
明の消灯等ができ
る！

◆「見せる化」＋制御（半自動）

◆効率的な計測（総量＋個別）

◆「動線」と省エネ行動の一体化

温湿度の「見せ
る化」は重要！


